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「令和３年度地方労働行政運営方針」の策定について 

 

 

厚生労働省は、本日付けで「令和３年度地方労働行政運営方針」を策定しました。 

各都道府県労働局は、この運営方針を踏まえつつ、各局の管内事情に即した重点課題や対応方針など

を盛り込んだ行政運営方針を策定し、計画的な行政運営を図ることとしています。 

 

「令和３年度地方労働行政運営方針」の概要は以下のとおりです。 

１ ウィズ・ポストコロナ時代の雇用機会の確保 

（１）雇用の維持・継続に向けた支援  

   新型コロナウイルス感染症の影響等により休業を余儀なくされた労働者の雇用の維持・継

続のため、雇用調整助成金により雇用維持に取り組む事業主を支援するとともに、産業雇用

安定助成金により、出向元と出向先の企業を支援し、在籍型出向を活用した雇用維持を促進

する。 

 

（２）業種・地域・職種を越えた再就職等の促進  

   新型コロナウイルス感染症の影響等による求職者のニーズの多様化に対応するため、ハロ

ーワークに新たに専門の相談員を配置する等により、業種、地域、職種を越えた再就職等の

支援を行う。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた就労経験のない職

業に就くことを希望する者を、一定期間試行雇用する事業主の賃金の一部を助成（トライア

ル雇用助成金）する。 

 



（３）非正規雇用労働者の再就職支援  

非正規雇用労働者等の早期再就職を支援するため、ハローワークに専門の相談員を配置

し、担当者制による求職者の個々の状況に応じた体系的かつ計画的な就職支援の強化を図

る。 

また、求職者等に向けた企業の職場情報の提供を行う職場情報総合サイト（しょくばら

ぼ）や職業の様々な情報が手軽に入手できる職業情報提供サイト（日本版 O-NET）を活用し、

求人・求職の効果的なマッチングを図る。 

 

（４）女性活躍・男性の育児休業取得等の推進  

 不妊治療のための休暇制度・両立支援制度の利用促進に取り組む中小企業事業主に対する

助成金の利用を促進し、不妊治療を受けやすい職場環境の整備を推進する。また、女性活躍

推進法の行動計画策定義務対象企業が 101 人以上に拡大されることを踏まえ、中小企業事業

主に対する女性活躍推進アドバイザーによる個別支援等を行う。 

 さらに、子の出生直後の時期における柔軟な育児休業の枠組みの創設等を内容とする、育

児・介護休業法の改正法案を今通常国会へ提出しており、改正法案が成立した際には労使団

体等と連携して改正内容の周知に取り組む。 

 

 ２ ウィズコロナ時代に対応した労働環境の整備、生産性向上の推進 

（１）「新たな日常」の下で柔軟な働き方がしやすい環境整備  

    適正な労務環境下における良質なテレワークの普及促進を図るため、テレワーク相談セン

ターによる働き方改革推進支援センターと連携した個別相談対応やセミナーの開催等によ

り、テレワークを実施する中小企業への支援を行う。また、良質なテレワークを導入・実施

し、人材確保や雇用管理改善の観点から効果をあげた事業主への支援（人材確保等支援助成

金の支給）を行う。 

 

（２）ウィズコロナ時代に安全で健康に働くことができる職場づくり  

    職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、「取組の５つのポイント」

やチェックリスト等を活用した職場における感染防止対策の取組を推進するとともに、新型

コロナウイルス感染症に係る労災補償については、迅速かつ的確な調査及び決定を行う。 

 

（３）雇用形態に関わらない公正な待遇の確保  

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保に向けて、働き方改革推進支援センターによるワン

ストップ窓口において、労務管理等の専門家による個別訪問支援等に加え、新たに業種別団体

等に対し専門家チームによる支援を実施する。また、賃金引上げや非正規雇用労働者のキャリ

アアップを図るため、各種助成金の活用も含めた支援を行う。 

 

 


